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Ⅱ. 福島県の除染の進捗状況（除染特別地域） 
平成２７年８月末時点 

H26.10 
避難指示解除 

H26.4 
避難指示解除 

H26.７ 
宅地除染終了 

H26.8 
宅地除染終了 

H26.12 
宅地除染おおむね終了 

H27.9 
避難指示解除 

出典：環境省HP（http://josen.env.go.jp/material/pdf/josen_gareki_progress_201509.pdf） 3 



福島県の除染の進捗状況（汚染状況重点調査地域） 
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実績割合（実績数／計画数） 

公共施設等  ： 約９割が終了 

住 宅    ： 約7割が終了 

道 路    ： 約4割が終了 

農地・牧草地 ：  約8割が終了 

森林（生活圏）： 約5割が終了 
注：福島県が行った調査結果を基に作成。計

画数は平成27年6月末までの累計となっ
ており、今後増加する可能性もある。 

出典：環境省HP（http://josen.env.go.jp/zone/index.html） 



除染推進専門家チームは、福島第一原子力発電所の事故
により汚染された地域の環境回復を推進するために、除染
に係る技術的な協力と支援を行っています。 
 

∗ 環境省支援 
国（環境省）が実施する除染特別地域の除染に関する技術的な協力・支

援を行っています。 
∗ 自治体支援 

汚染状況重点調査地域（県内39市町村、県外58市町村）の自治体が実
施する除染に関する技術的な協力・支援を行っています。 

∗ 環境回復技術開発 
除去土壌の減容化・再生利用技術の開発等を行っています。 

除染推進専門家チームの取り組み 

5 
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Ⅲ. 環境省支援の状況 

１）除染効果の線量率変化調査（４回/年） 
２）環境省森林除染試験の支援（当面） 
３）環境省依頼の試験等への協力（適宜） 
４）富岡町本格除染の試験施工立会等への支援（適宜） 
５）環境省再除染モデル調査への支援（～H26.9） 
６）環境省技術実証事業への技術支援（～H27.1） 



○除染実施後の空間線量率の推移を把握し、除染効果が維持
されているかどうか確認するため、平成２３年度に除染モ
デル実証事業を実施した地区のうち、１５地区を対象に空
間線量率を追跡調査し、除染直後の結果と比較しました。  
 

○調査時期：           第１回 平成24年10月 
                第２回 平成25年 3月 
                第３回   平成25年 5月～ 7月 
                第４回 平成25年 9月～10月 
                第５回 平成25年12月 
                第６回 平成26年 3月～ 4月 
                第７回 平成26年 6月～ 7月 
                第８回 平成26年 9月 
                第９回 平成26年11月～12月 
                第10回  平成27年5月～6月 
 
 
 (1) 南相馬市 （金房小学校周辺） 
 (2) 浪江町 （津島地区、権現堂地区） 
 (3) 飯舘村 （草野地区、いいたてホーム・いちばん館、 
                   菊池製作所、ハヤシ製作所） 
 (4) 富岡町 （夜の森公園、富岡第ニ中学校） 
 (5) 葛尾村 （役場周辺）  
 (6) 大熊町 （役場周辺、夫沢地区） 
 (7) 楢葉町 （南工業団地） 
 (8) 川内村 （貝の坂地区） 
 (9) 川俣町 （坂下地区）（第９回調査より調査開始） 

  （全１８地区のうち、調査の了解が得られた１５地区） 
 【 除染モデル実証事業対象地区の位置 】 

除染モデル実証事業実施エリアの線量率変化調査 

○調査地区 

飯舘村 

浪江町 

南相馬市 

富岡町 川内村 

大熊町 

葛尾村 

楢葉町 

権現堂地区 

金房小学校周辺 
津島地区 

坂下地区 

草野地区 

いいたてホーム・いちばん館 

夫沢地区 

富岡第二中学校 

大熊町役場周辺 

夜の森公園 

葛尾村役場周辺 

地見城地区 

貝の坂地区 
上繁岡地区 

南工業団地 

中央台・苗代替地区 

菊池製作所 
ハヤシ製作所 

平成２７年１０月１６日 
環境省福島環境再生事務所 

川俣町 

7 出典：環境省HP（http://josen.env.go.jp/area/model_after.html） 
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【南相馬市金房小学校周辺の例】 

測定点の選定の例 
それぞれの地区の敷地面積に応じ、更に地形等を考慮し10～30点程度を測定点として選定した。
測定は高さ１ｍの空間線量率とした。 

測定ポイント １ 
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○除染直後の空間線量率を１００とした場合の空間線量率の平均値の推移を示すと下図のとおり 
 （除染前の空間線量が高い地域を左から順に並べている。）。 
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除染直前の測定結果 

（H23.11月、12月） 
除染直後の測定結果 

（H23.12月～H24.4月） 
第１回調査結果 

（H24.10月） 
第２回調査結果 

（H25.3月） 
第３回調査結果 

（H25.5月～7月） 
第４回調査結果 

（H25.9月、10月） 
第５回調査結果 

（H25.12月） 
第６回調査結果 

（H26.3月、4月） 
第７回調査結果 

（H26.6月、7月） 
第８回調査結果 

（H26.9月） 
第９回調査結果 

（H26.11月、12月） 
第１０回調査結果 

（H27.5月、6月） 

約460％ 

除染直後 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 

第１回追跡調査 84  77  93  81  76  71  75  51  92  98  87  73  72  108  81  ― 

第２回追跡調査 80  67  89  76  72  66  73  49  86  89  68  67  69  95  75  ― 

第３回追跡調査 72  64  75  70  66  61  68  46  79  84  58  63  64  87  69  ― 

第４回追跡調査 66  62  71  63  60  56  60  31  70  75  54  55  58  82  63  ― 

第５回追跡調査 64  59  69  61  56  53  57  29  67  70  49  51  53  68  60  ― 

第６回追跡調査 60  54  63  55  53  49  50  26  58  64  41  46  49  61  55  ― 

第７回追跡調査 55  50  59  50  48  45  47  24  52  59  40  43  45  55  51  ― 

第８回追跡調査 51  48  55  49  46  43  45  23  50  56  39  41  42  53  48  ― 

第９回追跡調査 51  47  55  48  45  42  44  21  49  53  38  40  41  52  47  63  

第１０回追跡調査 47  40  48  41  39  39  35  19  39  49  35  33  39  51  42  55  

9 

＊：浪江町津島地区、飯舘村及び川俣町坂下地区の除染直後の測定結果については、積雪の影響を受けて測定値が低めとなっている可能性があります。 
 
注１）測定値は、降雨／降雪、気温などの気象条件、地面の湿潤状態や草木の繁茂状態などの環境条件により変動することがあります。 
注２）除染直後の測定から第１０回の追跡調査までは３年３ケ月程度経過しており、その間に放射性セシウムに起因する線量率は物理減衰により50％程度の低減が見込ま
れます。 

調査結果 



調査結果のまとめ 

①全ての地区で空間線量率の平均値が減少しており、
除染の効果はおおむね維持されていることが分かりま
した。 

 

②第１回調査と第１０回調査の結果を比較すると、全
ての測定点（２８８点）で空間線量率が減少してお
り、空間線量率が継続的に上昇しているような測定点
は見られませんでした。 

10 



環境省依頼の試験等への協力 
          歩行サーベイ技術の評価試験に係る技術支援 

除染ガイドラインでは、NaIシンチレーション式サーベイメータ
等を用いた定点での測定方法が示されているが、大規模な農地・道
路等の測定作業の効率化が必要と考えられた。このため、環境省に
おいてGPSと連動した歩行サーベイ装置の導入を検討するための評
価・実証試験が計画された。 

原子力機構は、この評価・実証試験への助言及び原子力機構所有
のガンマプロッタＨを用いたフィールド試験への参加、試験結果の
評価などの協力を行った。 

11 



ガンマプロッタH 
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GPSアンテナ 

測定表示部 

1m線量率用 
検出器（内臓部） 

5cm線量率用 
検出器（内臓部） 

ガンマプロッタHの写真 測定の様子 
独立行政法人 日本原子力研究開発機構 

≪装置の仕様≫ 
 

・使用検出器： 
 プラスチックシンチレーション検出器（地上5ｃｍと1ｍ） 
・全長：H1788mm 
・測定範囲： 
 BG～1mSv/ｈ（γ線） 
・重量： 
 約２kg（バッテリー含まず） 
・電池使用時間： 
 約７時間 
 （Li-ionバッテリー使用時） 



歩行サーベイ技術の評価試験の状況と試験結果の例 

試験の様子 

試験結果の評価の例 

13 

NaIシンチレーション 
 
歩行サーベイ 



この評価試験の結果等を基に、平成２５年１０月に「除染関係Q&A」が改定され、
道路や農地、広場などの比較的空間線量率の変動が少ないと考えられる場所では「歩
行サーベイ」の適用が認められることとなった。 

歩行サーベイ技術の評価試験結果の反映 

14 出典：環境省HP（https://www.env.go.jp/jishin/rmp/fiscal/subsidy01/04_qa02.pdf） 



Ⅳ. 自治体支援の状況 

 

 活動内容 件数 
 ０ 

 除染計画書策定支援 
 
 県内各市町村に訪問し、除染実施計画の策定内容について説明  

116件 

 ①  ワンストップ窓口対応（電話相談・専門家派遣等）  576件 

 ② 
 市町村等「除染活動」支援・協力、技術相談・指導 
 
 対象：公共施設、学校、公園、住宅、田・畑、森林、道路、車など 

603件 

 ③ 
 

 除染活動に係る講習会、除染活動者育成等の支援 
 
 対象：各市町村・地区住民、PTA、農協、森林・消防・業者組合など 

 80件 

 ④-a  仮置場設置に係る技術指導、現地調査（測定・評価等） 251件 

 ④-b  仮置場関係の住民説明会対応   82件 

 ⑤  住民説明会対応（除染方法の説明、放射線に関する説明等）  36件 

H23.9.28～H27.9.30 までの累計 1744件 
15 
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活動件数の月別推移（H23.09～H27.09） 

 2011年   ２０１２年        2013年        2014年       2015年 
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活動件数は徐々に減少しているが、除染の進捗に伴
い、除染のシミュレーションや線量率の将来予測など、
より高度な内容の依頼が増えている。 

  ①ワンストップ相談 
  ⑤住民説明会 
  ④仮置場技術指導 
  ③除染講習会 
  ②除染技術指導 
  その他 



高さ1mの空間線量率分布（こみね阿武隈公園、コース） 

＜依頼内容＞ 

 福島県県南建設事務所所管の白河市 阿武隈川河川敷にある親水公園（いこいの河畔・右岸、左岸、こみね・あぶ
くま公園、かしま・あぶくま公園）の除染方法について相談があり、現地調査を実施した。 

白河市 阿武隈川親水公園現地調査（H26.10） 

＜調査項目＞ 
（1）ガンマプロッタによる空間線量率 
  （1m高さ）の測定 
（2）NaIシンチレーション式サーベイメータを 
  使用した空間線量率の測定 
（3）積算線量計を用いた個人被ばく線量測定 
（4）RESETによる自然減衰評価 
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単位：μSv/h 

  0.1未満 

  0.1以上0.2未満 

  0.2以上0.3未満 

  0.3以上0.4未満 

  0.4以上0.5未満 

  0.5以上 こみね阿武隈公園 

いこいの河畔 

阿武隈川 



＜調査結果・考察＞ 
 ガンマプロッタ及びNaIシンチレーションによる測定結果 

線量率の高い場所は、法面下、草地と道路や通路との境など雨水が滞留しやすい部分であった。 
 除染活動支援システム（RESET）による予測 

除染をしなくても1年後には0.23μSv/h以下に低減することが予測された。除染を行う場合も、
面的な除染は不要でありホットスポット除染を行うことを推奨した。除染の方法として除去土壌
を発生させない「天地返し」を推奨した。 

 遊具が設置されている場所など子供が長く滞在する可能性が考えられる場所については、必要に
応じて除染することを推奨した。 

ガンマプロッタによる 
線量率分布の測定 NaIシンチよる空間線量率の測定 

積算線量計 
（DOSE-e）の例 
（富士電機HPより） 

現地調査 

18 



効果的・効率的な除染の実施を目的に、簡便なユーザーインターフェイスを
有し、除染効果の予測、除染工法の選定、除染費用の見積もり等の作業を支援
する「除染活動支援システム（RESET＊）」 を開発した。 

※RESET ： The Restoration Support System for Environment 

RESETの主な機能  
 

◎線量率の可視化 
◎除染のシミュレーション 

開発の目的 

除染前線量測定結果 除染前の線量率 除染後の線量率 

◎線量率の将来予測 
◎除染費用の概算 

除染活動支援システム“RESET” 

19 除染費用の概算結果 



システムの概要 

20 
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◎ID、パスワードの配布した自治体等 
 ・市町村：１２市町村 
 ・福島県：除染対策課、避難地域復興課 
 ・環境省：福島環境再生事務所ほか２支所 
◎依頼実績 
 ・除染のシミュレーション、空間線量率の 
  将来予測等１８件(平成2７年1０月現在) 
◎平成26 年度福島県市町村除染技術支援事業

（技術４） 

問合せ先：日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島環境安全センター／山下、澤幡 
E-MAIL： fukushima-reset@ml.jaea.go.jp TEL ： 024-529-5560（代表） 

希望される市町村には説明に伺います。
また、利用に際しては簡単な講習を実施し
ています。 

RESETの利用実績 

RESETは、除染を進める福島県内の市町村、福島県、環境省等で利用頂いて
いるほか、福島県内外の市町村等からの依頼に応えて除染のシミュレーション
や空間線量率の将来予測等を行っています。 

RESETの推奨環境 
１．OS Windows 7（VISTA、WIN8、WIN8.1可） 
２．InternetExplorer9,10,11（Chrome、FIREFOX 可) 
３．JavaScript 有効 
４．MS Excel 2007、2010 
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RESETによる帰還困難区域における線量率の将来予測 

線量率 年間の追加被ばく線量 備 考 

0.23μSv/h 1 mSv 
線量1mSvは国が策定した長期的な線量低減目
標（ICRPの勧告に基づく追加被ばく線量の下
限レベル）。 

1.0μSv/h 5 mSv 事故直後の福島市のレベル。 

2.5μSv/h 5mSv：除染電離則 
（週40時間52週換算） 2.5μSv/h以下は被ばく管理が不要。 

3.8μSv/h 20 mSv 年間20mSv以下は避難指示解除準備区域。 

目安となる線量率 

目安となる線量率までに低減する時間 

現在の空間
線量率 

（μSv/h） 

下記の線量率に低減するまでの年数 
0.23 μSv/h 1.0 μSv/h 2.5 μSv/h 

未除染 除染 未除染 除染 未除染 除染 
19  100年以上 100年以上 100年以上 50年以上 50年以上 約25年 
3.8  100年以上 50年以上 約40年 約4年 約4年 ― 
2.5  50年以上 約50年 約20年 ― ― ― 
1.0  約50年 約10年 ― ― ― ― 

※線量低減予測はセシウムの物理減衰のみを考慮 
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帰還困難区域における除染効果を踏まえた線量予測に基づく 
復興計画への提案 

○国が長期目標とする年間の追加被ばく線量1mSv
（0.23μSv/h）が帰還困難区域の主要な地域で達成できる
のは、除染を行っても50年以上を要すると予想される。 

○ICRPの勧告では、「緊急被ばく状況」では状況に応じて20
～100mSvの間、「現存被ばく状況」は状況に応じ1mSv/
年及び20mSv/年の間が参考レベルとして示されている。 

○事故直後の福島市の線量率レベルは1.0μSv/h（ 5mSv/
年）前後であったが、現在までに放射線の影響とされる健康
被害は報告されていない。 

 

これらを勘案すると、住民の帰還に際しては0.23μSv/hを
目標とすることは現実的ではなく、健康被害に関して科学的根
拠のあるより現実的な目標設定（例えば5mSv/年を目安）が
望まれる。また、住民の帰還や産業再開が進めば、人の活動に
より線量低減が更に加速されると予想される。 
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Ⅴ. 環境回復技術開発の状況 

1) 可搬型高感度水モニタリング車の開発 
 （水の放射性物質濃度を現地で測定する車両積載型の装置） 
 

2) 砂利除染システムの開発 
 （効率的・合理的な砂利除染のための試験） 
 

3) 除去土壌の減容処理技術の高度化 
 （土壌からセシウム吸着鉱物を選択的に分離する技術） 
 

4) 最終処分に向けた除去土壌の減容・再生利用に関する取組 
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「可搬型高感度水モニタリング車」（水モニタ）の開発 

＜Ge半導体検出器＞ 
荷室の前部に搭載し、資器材置き場と

は隔壁で仕切られている（汚染防止）。 

＜車外で使用する資器材＞ 
ポンプ、発電機、ホース等を荷室の後部

へ積載している。 

＜可搬型システムの構成＞ 
4WD車両にGe半導体検出器及び測定用資

器材を搭載している。 

遮へい体上部を開け、
測定容器（通水しなが
ら測定）を取り出した
状態。⇒ 

井戸水、湧水等の生活用水、ため池等の農業用水の水中放射性物質濃度を現地で測定
する車両積載型の装置「水モニタリング車」の開発に取り組んできました。 

2014年6月に装置が完成し、現在は現場での実証試験に取り組んでいます。  
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除去土壌の減容処理技術の高度化 

強磁場発生装置の例 
発生磁場強度 : 7テスラ(70,000ガウス) 

磁気フィルタの例  
材質 : SUS430（軟強磁性体） 

 メッシュ : 5メッシュ  線径 : 1mmφ 

土壌の減容処理システム高度化(イメージ) 

分級技術等によって分離した細粒分（放射性セシウムを含む粘土・シルト）から、放射性セシウムが
吸着した粘土鉱物（バーミキュライト）を選択的に分離できる減容処理技術に取り組んでいます。 

本処理技術では、バーミキュライトを磁気フィルタ
に吸着させて回収するため、処理前後で土壌の
性状変化がほとんどなく、環境への負荷が少ない。 

26 
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環境省から「平成２７年度最終処分に向けた技術開発戦略策定調査業務」を受託して取り組んでい
ます。  
 

１．減容技術の現状及び課題とその対応案の検討 
２．再生利用に関する課題の検討 
３．減容・再生利用等技術開発戦略の検討 

最終処分に向けた除去土壌の減容・再生利用に関する取組 
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中間貯蔵開始 中間貯蔵開始後 
30年以内 時間 最終処分までの主な流れ 

最終処分に向けた技術開
発戦略策定調査業務とし
て、平成２７年度から検討
を開始した。 

 

○平成27年度は、除去土壌
の放射線濃度別の発生
量、性状等を詳細に把握 

○今後数年かけ、出来るだ
け再生利用を進めるため
の技術開発戦略の策定及
び再生利用促進方策の検
討を実施 



平成27年度 平成28年度 平成29年度～ 

減容技術の現状及び課題とそ
の対応案 
 

 ○減容技術の現状評     
   価と課題の検討 
 

 ○国直轄型 
（分級システム実証事業 ） 

 

 ○公募型（※） 
（技術評価事業）  

 
再生利用に関する 
課題の検討 
 

  〇再生利用の考え方、  

    再生利用促進方策 

     の検討 
 

  〇要求品質、安全性    
     評価の実証試験 

減容・再生利用等 
  技術開発戦略の検討 

 
 検討会等の開催 
  （上記事項の進捗管理等） 

   7/21 
   第1回 

再生利用のための要求品質・安全性評価方法の検討 
再生利用の考え方（指針等）の策定 

要求品質・安全性評価のための実証試験 

再生利用促進方策 
の検討・とりまとめ 

  分級技術に係る各種評価と低濃度生成物のモデル的活用 

                                      将来活用可能性がある技術の小規模実証・評価  

検討のスケジュール 

全体戦略の検討 全体戦略の精緻化、進展状況のレビュー、戦略の見直し 

減容技術の現状評価と課題の検討 

検討会の進め方について（案） 

※除染・減容等技術実証事業（平成23年度より実施中のもの） 

検討会 
（平成27年度は検討会を3～4回程度開催予定） 

ワーキンググループ 

減容技術の精緻化・情報更新 

（分級システム実証事業及び技術評価事業の成果を反映） 

28 



再生利用の促進に関する調査体制（JAEA、土木学会、MRI） 

情報収集 
効果検証 

技術開発
戦略策定 

実証事業 
「分級実証公募」 

土木学会・ 
再生利用WG 

利用動向 
事例調査 
要求品質 

被ばく評価 
安全評価 

再生利用 
考え方・促

進方策 

環境省 
技術開発 
戦略検討会 

事務局：JAEA/土木学会 事務局：JAEA 事務局：JAEA/原安技センター 

実証事業 
進捗管理 

WG 

技術情報 
環境省より 

土木学会・再生利用WGにおいて、JAEAおよび三菱総研の実施する再生資材等の利用動向調査、  
放射性物質を含む再生資材の利用に係る事例調査、再利用先に応じた要求品質の検討、再生利用の
考え方の策定、再生利用時の被ばく評価、再生利用促進方策の内容について提示し、再生利用方策に
ついて議論を行う。 
8月28日に第1回再生利用WGを開催し、調査計画の概要を報告し、議論を行った。 

委託研究先（三菱総研） 
再生利用の促進に関する調査研究 

検討結果
提示 

情報提示 

       JAEA              JAEA 技術研究組合 
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除染推進専門家チームは、国及び自治体に協力
して、除染に係る技術的な協力・支援、最終処
分に向けた除去土壌の減容・再生利用等の検討
に取り組んでいます。 
今後も、引続き福島の環境回復と避難されてい

る方々の早期帰還を加速するために取り組んで
行きます。 

30 

Ⅵ. まとめ 
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